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「相模原駅北口地区土地利用計画の方向性」取りまとめ構成（案） 

 

はじめに 検討目的 

 

Ⅰ．対象地の概要 

 

Ⅱ．対象地の位置づけ 

１．相模原市都市計画マスタープラン 

２．さがみはら脱炭素ロードマップ 

３．相模原駅北口地区土地利用方針 

 

Ⅲ．全体像の検討 

１.脱炭素まちづくりの基本的な考え方 

２.検討の前提条件 

３．検討の方針と方法 

４．ケーススタディ 

５．市民意向等を踏まえたケース評価 

 

Ⅳ．市民意向等の把握 

１．市民意向調査の結果概要 

２．民間ヒアリング結果概要 

 

Ⅴ．今後の課題 

１．土地利用・インフラ整備に係る検討の深度化 

２．脱炭素まちづくりの検討の深度化 

３．実現方策の検討事項 

４．土地利用計画の検討スケジュール（案） 

 

＜参考資料＞ 

・エネルギー、交通負荷検討のための基礎資料（施設要素、計画要素カルテ） 
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Ⅲ．全体像の検討

４．ケーススタディ
＜ケース設定 ７ケース＞

Ⅰ．対象地の概要
・対象地の位置、・検討の経過

１．脱炭素まちづくりの
基本的な考え方

（１）ゼロカーボンの推進
（２）地域エネルギーシステムの導入
（３）土地利用との連動

Ⅴ．今後の課題
１．土地利用・インフラ整備に係る検討の深度化
２．脱炭素まちづくりの検討の深度化
３．実現方策の検討事項
４．土地利用計画の検討スケジュール（案）

「土地利用計画の方向性」取りまとめ

「土地利用計画の方向性」検討の流れ

２．検討の前提条件
（１）土地利用
（２）交通
〇道路 〇駅前広場及び区画道路
〇鉄道 〇歩行動線
〇その他、移動サービスなど
（３）グリーンインフラ
（４）供給処理

５．市民意向等を踏まえたケース評価
・市民意向調査や、民間ヒアリング結果を踏まえたケース評価

○相模総合補給廠全体
をみた、将来的な道
路・グリーンインフラ
のネットワークイメー
ジ

Ⅱ．対象地の位置づけ
１．相模原市都市計画マスタープラン
２．さがみはら脱炭素ロードマップ
３．相模原駅北口地区土地利用方針 ＜導入機能の方針：ライフ／イノベーション／交流・にぎわい＞

３．検討の方針と方法
（１）検討の方針
（２）検討の方法

１）機能導入の方針を踏まえたケー
スの検討

２）脱炭素化に係る負荷とその評価
〇地区内の再生可能エネルギー
の最大限導入
〇エリアのエネルギー負荷平準化

３）交通に係る負荷とその評価
〇道路への負荷
〇鉄道への負荷

「交流・にぎわい」
重視

ケース５～７

「イノベーション」
重視

ケース３、４

「ライフ」
重視

ケース１、２

○脱炭素化に係る負荷の試算＋評価

○交通に係る負荷の試算+評価

○得失評価：地区の魅力創出、地域活性化、
周辺地区との調和、都市経営、民間参画の可能性

市民意向調査

・市民へのオンラインアンケートを実施
・団体との対話とアンケート実施

⇒小山地区まちづくり会議
⇒相模原駅周辺まちづくり推進連絡協議会
⇒子育て親育ち応援団With.cfc
⇒相模原商工会議所

・オープンハウス型説明会及びまちづくりに関するシンポジ
ウムの中でアンケートを実施

民間ヒアリング
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Ⅲ．全体像の検討 

 

１．脱炭素まちづくりの基本的な考え方 

・脱炭素まちづくりの基本的な考え方は次の通りとする。 

 

（１）ゼロカーボンの推進 

・対象地は、「さがみはら脱炭素ロードマップ」の実現に向け、本市の脱炭素まちづ

くりを先導する地区として、地区全体でゼロカーボン＝二酸化炭素排出量実質ゼ

ロを目指す。 

・再生可能エネルギーの最大限導入により、極力、対象地内（オンサイト）でエネル

ギー需要を賄うものとする。不足分については、本市の地域資源の活用を視野に入

れつつ、外部からの調達を図る。 

・各建築物の省エネ化・脱炭素化を検討する。 

 

（２）地域エネルギーシステムの導入 

・電力は一括受電方式を基本とする。あわせて、熱供給など、他のエネルギー種の組

合せについて施設側の需要に応じて検討し、地域エネルギーマネジメントを行う。 

・地域エネルギーシステムは、地区内にエネルギーを集め、調整する機能を導入する。 

・地域エネルギーシステムの構築・運用については、エネルギーマネジメントのため

の体制構築を検討する。 

 

（３）土地利用との連動 

・各施設単体での省エネ化を推進しつつ、地域エネルギーシステムの導入を見据え、

対象地全体でエネルギー需要の平準化が図られるよう、建築物や街区等において、

立地する施設用途の複合化を図る。 

・地域エネルギーシステムに係る設備設置、あるいは運用、さらには、対象地におけ

る脱炭素化のシンボルとなるスペースを確保する。 
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図 参考：地域エネルギーシステムの例 

（居住機能） （業務機能） （商業機能）

一括受電

系統電力

太陽光発電
太陽光発電 太陽光発電

太陽光発電

都市ガス

燃料
電池

再エネ熱
(下水熱・地中熱等)

環境価値の付加

電力

熱

ガス

（交流機能）

地域資源を活用したオフサイト再エネ電源

高効率
給湯器

吸収式
冷温水機

ターボ
冷凍機

ヒートポンプ
吸収式
冷温水機

コージェネ
レーション
システム

ターボ
冷凍機

ターボ
冷凍機

コージェネ
レーション
システム

蓄エネルギー設備等

地域エネルギーマネジメント
のスペース

・再生可能エネルギーによる環境価値の認証クレジットや証書を購入
し、都市ガスの脱炭素化を図る取組。このほかの都市ガスの脱炭素化
の方法として、二酸化炭素と水素から製造した e-methane（e-メタ
ン）の都市ガスへの混入が挙げられる。 
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２．検討の前提条件 

・前提条件として、次のとおり想定、検討するものとする。 

 

（１）土地利用 

・土地利用方針を踏まえ、交流ハブを中心に、居住生活、商業、業務開発共創、交流

にぎわいの各機能を配置する。 

・周辺地区と調和した街並み形成を基本とする。対象地西側は、概ね住宅地であるこ

とや、北側は相模原スポーツ・レクリエーションパークであることを踏まえ、駅や

鉄道側から低層の住宅や公園に向けて、スカイラインが高から低になるような施

設配置を検討する。 

・地下利用を含め、各施設同士、あるいは、施設と公共的空間との立体的な利用を視

野に配置を検討する。 

 

 

（２）交通 

〇道路 

・南北道路・東西道路と、これらが接続する国道 16号や宮下横山台線、並びに隣接

市の主要幹線道路を基本に道路ネットワークの形成を図る。 

・道路への負荷軽減に向けて、ＴＤＭ（交通需要マネジメント）等を検討する。 

 

〇駅前広場及び区画道路 

・駅前広場は、鉄道との乗換利便性を考慮し、現駅前広場付近に配置する。 

・区画道路は、幹線道路に接続し、各土地利用、街区を適切に区分するよう配置する。

用途の境界に基本的に配置するほか、敷地規模に応じて、適宜、配置する。 
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〇鉄道 

・現状の JR横浜線の鉄道施設を基本とする。 

・将来的な小田急多摩線の延伸を見据え、南北道路下を延伸部の導入空間とすること

を想定する。 

 

  

図 参考：相模総合補給廠全体をみた、将来的な道路・グリーンインフラのネットワークイメージ 

出典）道路ネットワークは、 
「相模原市都市計画マスタープラン 地区別方針図（小山地区）」による 
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〇歩行動線 

・ペデストリアンデッキによる歩行者ネットワークの形成や、駐車場の適正配置など

により、歩車分離を基本とする。 

・交流ハブを介して、相模原スポーツ・レクリエーションパークをはじめ、周辺地区

への連絡に配慮できるよう歩行者ネットワークを配置する。 

・駅自由通路等を介して、歩行者ネットワークの駅南北の連絡強化を図る。 

 

〇その他、移動サービスなど 

・駅前広場に発着する路線バスのほか、各施設で必要な交通処理に応じた移動手段を

展開するものとする。 

・グリーンスローモビリティやパーソナルモビリティのシェアリングなど、新しい移

動支援サービスの導入について、地区内さらには周辺への発展的展開を見据え検

討する。 

・あわせて、これらの移動サービスの乗換拠点となるモビリティハブについて、交流

ハブ並びに歩行者ネットワークから利用できる位置に配置を検討する。 

・これらの移動サービスや、自動運転などの技術導入に応じて、道路、駅前広場等の

空間構成を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 参考：新たな移動手段のイメージ 

自動運転デマンドバ
茨城県境町（出典：茨城県境町 HP） 

パーソナルモビリティの例   （出典：国土交通省「第１回新たなモビリティ安全対策 WG」資料） 

グリーンスローモビリティ 
広島県福山市（出典：国土交通省「ｸﾞﾘｰﾝｽ
ﾛｰﾓﾋﾞﾘﾃｨの導入と活用のための手引き） 
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（３）グリーンインフラ 

・脱炭素まちづくりによる気候変動の緩和策に加え、気候変動への適応策の推進に向

け、グリーンインフラの形成を図る。 

・そのため、憩いの場の形成はもとより、温熱環境の改善、雨水浸透、流出抑制の機

能を有する緑地の確保を図る。 

・交流ハブとなる広場等を中心にまとめて配置し、グリーンインフラとして形成する。 

・都市開発に係る既往基準との整合を図りつつ公園・緑地の必要量を確保するととも

に、街区や敷地、建築物等の緑化により、交流ハブと連続した緑の創出を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 参考：グリーンインフラのイメージ 

・土地利用や都市基盤整備

のハード・ソフト両面にお

いて、緑地等の自然環境

が有する多様な機能を活

用することで、持続可能

で魅力ある都市づくりを

進めることができる。 

・都市の温熱環境の改善

や、防災・減災、地域振

興等の多様な地域課題

の解決につながる可能

性がある。 

〇舗装下部に、雨水貯留機能を持つ砕石層
を設置。植栽への水供給と、保水性効果を
連動した打ち水効果を発揮。 

グランモール公園（横浜市・みなとみら） 
出典：横浜市 HP 

〇植物の生息環境、ヒートアイラン
ドの緩和、治水・利水などの緑の
多様な機能を期待して整備。 

京都学園大学（雨庭） 
出典：浸透機能を持った植栽帯 

・国土交通省資料 

二子玉川ライズ（東京都世田谷区）    出典：グリーンインフラ懇談会資料（グリーンインフラの事例）・国土交通省 
二子玉川ライズ HP（https://www.rise.sc/whatsrise/environment/） 

○再開発（約 11.2ha）の中で、屋上緑化、みどりの広場、遊歩道の整備によ
り、積極的に自然環境を創出。隣接する多摩川等の水面や、国分寺崖線等
の緑地をつなぐ役割を有し、生物ネットワークの構築に貢献。 

○隣接地の二子玉川公園（世田谷区整備、約 6.3ha）では、地下に雨水貯留施
設を設置し、水害に強いまちづくりも推進。 
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（４）供給処理 

〇上水道 

・対象地西側から敷設されている既存の配水管を有効活用し、地区内へ給水する。 

・将来の全面返還時に支障を来さないよう、使用量が大きな建築物については受水槽

を設置し、給水能力の確保に努める。 

 

〇汚水排水（下水道） 

・相模川流域下水道で処理することとし、対象地の下流の既設管渠に影響を与えない

よう、接続経路及び箇所を設定する。 

・対象地内でのエネルギー自給率を高める観点から、下水熱の利用について検討する。 

・将来の全面返還時に支障を来さないよう、対象地北側の共同使用区域からの汚水排

水を考慮する。 

 

〇雨水排水・貯留（下水道） 

・対象地の流末にあたる既設管渠に影響を与えないよう、地区内に雨水貯留施設を設

置する。 

・雨水貯留施設は、駅直近のまとまった土地の有効利用を図ることを念頭に、公園・

緑地や駐車場、その他施設との効果的かつ効率的な複合利用を推進する。 
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３．検討の方針と方法 

 

（１）検討の方針 

・土地利用方針を踏まえ、対象地の全体像として施設配置を検討する。 

・機能導入の方針をもとに、施設配置について複数のケースを検討するとともに、各

ケースについて、持続可能な都市づくりの観点から、開発に伴う脱炭素及び交通に

係る負荷を試算する。 

・これらの試算結果の評価にあわせ、地域活性化への貢献等の観点から得失について

整理し、土地利用計画の検討を進める上での資料とする。 

 

（２）検討の方法 

１）機能導入の方針を踏まえたケースの検討 

・対象地は、駅前の広大な更地として、様々な用途・規模の施設の立地が可能であり、

土地利用方針を踏まえ、より魅力の高い都市開発を展開していくことが重要とな

る。 

・そのため、機能導入の方針である「ライフ」、「イノベーション」、「交流・にぎわい」

のうち、いずれの方針を重視して施設展開を図るか、複数案検討し、特徴的なもの

として７ケース作成した。 

・当 7ケースは、今後、土地利用計画の検討を深めるたたき台とする。検討を進める

中で、市民等の意見を踏まえつつ、配置の仕方、一部施設の入れ替え、折衷など行

い、代表ケースとして取りまとめる。 

 

〇「ライフ」を重視 

・居住や生活サービス、地域交流等に係る施設を重視した組合せ 

 

〇「イノベーション」を重視 

・業務共創開発や就業サービス、産学連携等に資する施設を重視した組合せ 

 

〇「交流・にぎわい」を重視 

・地域内外の多様な交流を生み出す施設を重視した組合せ 
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２）脱炭素化に係る負荷とその評価 

・本市は、令和 2 年 9 月の「さがみはら気候非常事態宣言」において、2050 年の二

酸化炭素排出量実質ゼロを目指すと表明した。さらに、この目標達成の道筋として

令和 3年 8月に「さがみはら脱炭素ロードマップ」を策定しており、対象地の都市

開発における脱炭素化の取組みは欠かせないため、負荷の試算と、その影響を評価

する。 

 

＜脱炭素化の目標＞ 

・対象地においてどの程度の脱炭素化を目指すかによって、施設並びに脱炭素に係る

技術要素の最適な組合せが異なり、その組合せよっては、街並みの様相が変わる可

能性がある。 

・そのため、対象地の脱炭素化を目指し、エネルギーの対象地内での自給率及び CO2

排出量を試算する。 

・あわせて、地域エネルギーシステムの導入を見据え、合理的な施設導入に向けて、

エネルギー負荷の平準化に着目して評価する。 

 

〇地区内の再生可能エネルギーの最大限導入 

・対象地で再生可能エネルギーを可能な限り導入するものとし、地区外から再生可能

エネルギーを調達しない仮定のもと、対象地内の二酸化炭素排出量を評価する。 

・施設の用途・規模に応じてエネルギー需要量を試算する。また、地区内に導入する

再生可能エネルギーは太陽光発電として、対象地内での供給量を試算する。 

・目標１では、エネルギー需要量のうち、どこまで地区内の再生可能エネルギーで賄

えるか「自給率」を評価する。 

・目標２では、地区内で賄った再生可能エネルギーによる削減を考慮した二酸化炭素

の排出量について、絶対量のほか、延床面積当たり、交流人口当たりといった、施

設の用途・規模等の違いを加味する指標により評価する。 

 

 

目標１ 地区内での再エネ自給率（20％以上：〇） 

目標２ 二酸化炭素の排出量の少なさ 

①絶対量（50千 t-CO2以下：〇） 

②延床面積あたり（0.25t-CO2/㎡以下：〇） 

③交流人口あたり（40t-CO2/万人以下：〇） 
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〇エリアのエネルギー負荷平準化 

・地域エネルギーシステムの導入を視野に、建物単位のエネルギー負荷ピークの差を

小さくし、街区単位、エリア単位でのエネルギー負荷平準化の容易性を評価する。 

・評価のための指標として、年間熱負荷率を試算する。これは年間の熱負荷の平均値

を最大値で除算した値であり、負荷率が高いほどエネルギー需要の変動幅が小さ

く、エネルギー供給設備を効率的に運転させやすい。 

 

目標３ エリア負荷平準化の容易性（年間熱負荷率の最大値 30％以上：〇） 

 

※評価について：ケース間で相対的に比較した上で基準を設定し、基準を満たすケ

ースを〇とした。 

 

 

 

３）交通に係る負荷とその評価 

・対象地は、既成市街地内に広がる広大な更地であることから、既存交通ネットワー

クを基本に機能導入を図る必要があり、施設立地に伴う交通量の処理が可能とな

るかが、都市開発実現の制約条件となるため、負荷の試算と、その影響を評価する。 

 

〇道路への負荷 

・現況の道路整備状況を踏まえ、対象地を支える道路網を仮定し、対象地での施設立

地後の自動車発生集中交通量を試算する。その結果を踏まえて次の通り評価する。 

 

◎：自動車交通量は増加するものの影響は軽微と思われる 

〇：自動車交通量は増加し、ピーク時等に周辺道路の自動車利用に影響する可能性が

ある 

△：自動車交通量が大幅に増加し、より広範囲に影響が及ぶ可能性がある 

 

〇鉄道への負荷 

・対象地での施設立地により増加する駅利用者数に応じて次の通り評価する。 

 

◎：利用者は増加するものの影響は軽微と思われる 

○：利用者が増加し、何らかの対応策が必要になる可能性がある 

△：利用者が大幅に増加し、より高度な対応が求められる 
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駅前広場

交流ハブ

イノベーション
関係（業務） +
4層 1万㎡
【4万㎡】

居住
4層 8.75千㎡

【3.5万㎡】（３５0戸）

スタジアム
3万㎡
【3万㎡】

商業
2層 1万㎡
【2万㎡】

文化交流施設
5千㎡

【1.5万㎡】

駅前広場

商業
4層 1.25万㎡
【5万㎡】
+
宿泊
8層 7.5千㎡
【6万㎡】

スタジアム
3万㎡
【3万㎡】

交流ハブ

イノベーショ
ン関係
（業務）
4層

3.75千㎡
【1.5万㎡】

居住（タワマン）
20層×1本
2.5千㎡
【5万㎡】
（５００戸）

駅前広場

交流ハブ

多目的ホール
1.25万㎡
【２万㎡】

居住
4層 1.25万㎡
【5万㎡】（５００戸）

低層商業 1層 5千㎡【5千㎡】

イノベーション
関係（業務）
4層 1.5万㎡
【6万㎡】

+
宿泊
20層 2.5千㎡
【5万㎡】

商業
4層 6.25千㎡
【2.5万㎡】

駅前広場
商業
3層 2万㎡
【6万㎡】

交流
2層 5千㎡
【1万㎡】

イノベーション関係（業務）
8層 1.5万㎡
【12万㎡】

交流ハブ

居住（タワマン）
20層×1本
2.5千㎡
【5万㎡】
（５００戸）

駅前広場

交流ハブ地域型ホール
7.5千㎡
【1万㎡】

商業
体験型

1層 6千㎡【6千㎡】

低層商業 1層 5千㎡【5千㎡】

居住 4層 1.88万㎡
【7.5万㎡】（750戸）

イノベーション
関係（業務）

2層 3.75千㎡
【7.5千㎡】

駅前広場

商業
3層 5万㎡
【15万㎡】

交流ハブ

居住（タワマン）
20層×2本 5千㎡
【10万㎡】（1,０００戸）

イノベーション
関係（業務）

20層 2.5千㎡
【5万㎡】

交流
2層 5千㎡
【1万㎡】

駅前広場

交流ハブ

居住
戸建て 1.2万㎡
【2.4万㎡】（200戸）

商業
2層
3.75千㎡
【7.5千㎡】

地域型ホール
7.5千㎡
【1万㎡】

イノベーション
関係（業務）
2層 5千㎡
【1万㎡】

データ一覧 

○戸建て住宅をメインに、駅前商業、地域型ホールやコワーキングスペース
等を組み込んだオフィスを配置。 

○交流ハブを介して居住機能と各施設相互を連絡し、地区全体の機能を一体
的に展開。各施設で提供される地域活動の機会や場、生活・就業サービス
を居住者が身近に享受できる利便性の高い住環境づくり。 

○戸建て住宅をメインに、駅前商業、地域型ホールやコワーキングスペース
等を組み込んだオフィスを配置。 

○交流ハブを介して居住機能と各施設相互を連絡し、地区全体の機能を一体
的に展開。各施設で提供される地域活動の機会や場、生活・就業サービス
を居住者が身近に享受できる利便性の高い住環境づくり。 

○研究開発、インキュベーション等の開発共創に資するオフィスを配置。 
○駅前の利便性を活かした高層住宅や、交流機能を複合した大規模商業を
配置。 

○交流ハブを介して機能相互をつなぐ職住近接の環境づくり。 

○多目的ホールや宿泊によるコンベンション機能とオフィスを一体的に配置。
イノベーションにつながる、産学・ビジネス交流の機会・場づくり。 

○駅前の商業機能と、多目的ホールやオフィスとを、低層階の商業と一体とな
った交流ハブにより連絡。 

○大規模商業を配置し、広域的な賑わいの創出。 
○大規模商業へのエンタメ、レクリエーションなど多様な交流機能の複合化。 
○駅前の利便性を活かした高層住宅やオフィスの配置。 

○スタジアムや文化交流施設による広域から近隣まで多様な交流を創出。 
○交流ハブ沿いに中層住宅、オフィスを配置し、低層階に商業を複合。スタジ
アムから文化交流施設まで交流ハブを軸としたモールを形成。 

○スタジアムを地区のおおむね中央に配置し、商業、宿泊を複合化。 
○スタジアムと商業を複合することによる、日常的な賑わいづくり。 
○駅前の利便性を活かした高層住宅やオフィスの配置。 

４．ケーススタディ 

ケース １    コミュニティサービス機能を備えた低層低密度・ライフ重視ケース 

ケース ２    賑わい機能を備えた中層低密度・ライフ重視ケース 

ケース ３    職住近接高層高密度・イノベーション重視ケース 

ケース ４    コンベンション機能を備えた高層高密度・イノベーション重視ケース 

ケース ５    広域商業を核とした高層高密度・交流重視ケース 

ケース ６    多様な賑わいを創出する中層低密度・交流重視ケース 

ケース ７    スタジアム・商業を核とした高層高密度・交流重視ケース 

特 

徴 

評
価
や
得
失 

○戸建て住宅が主であるため、二酸化炭素排出量をはじめ、交通負荷が最も
少ない。 

○交流人口は最も少なく、賑わいの創出が図りづらい可能性がある。 
○戸建て住宅は高額分譲となり、販売リスクになる可能性がある。 

○二酸化炭素排出量、また、交通負荷は中程度となる。 
○商業施設による交流人口が見込まれ、日常的な賑わいの可能性がある。一
方で、中心市街地等の周辺商業地への配慮が必要となる可能性がある。 

○業務が単なるオフィスでは、橋本駅周辺等との差別化は難しく、需要に対し
て床が過剰になる可能性がある。 

○二酸化炭素排出量、また、交通負荷は中程度となる。エネルギー需要のピ
ークが異なる施設が複合され、平準化が図りやすい可能性がある。 

○多目的ホールによる広域的な集客が見込め、中心市街地への誘客もでき
る可能性がある。ただし、イベント時のみの賑わいとなり、日常的な市民利
用が難しい可能性がある。 

○二酸化炭素排出量が大きい。交通については最も負荷が大きく、特に自動
車交通対策が必要となる可能性がある。 

○大規模商業施設による交流人口が最も多く見込まれ、日常的な賑わいの
可能性がある。来街者による消費活動が見込まれるものの、中心市街地等
の周辺商業地への配慮が必要となる可能性がある。 

○共同住宅の供給戸数が多く、周辺教育施設への負担や、販売について市
場動向等の影響に留意が必要となる。 

○二酸化炭素排出量は中程度である。大規模イベント終了時に鉄道への負
荷が大きく、交通量の分散化に向けた対策が必要となる可能性がある。 

○スタジアムや文化交流施設による交流人口が見込めるが、スタジアムでの
イベント時の賑わいとなる可能性がある。 

○スタジアム運営は事業採算性が課題となる。 

○二酸化炭素排出量が大きい。ただし、エネルギー需要のピークが異なる施設
が複合され、平準化が図りやすい可能性がある。 

○商業施設に伴う自動車交通、イベント終了時の鉄道負荷が大きく、高度な
交通処理対策が必要となる可能性がある。 

○交流人口が最も多く、イベント時以外の賑わいも可能性があるが、中心市
街地等の周辺商業地への配慮が必要となる可能性がある。 

○スタジアム運営は事業採算性が課題となる。 

○二酸化炭素排出量をはじめ、交通負荷も比較的少ない。 
○商業施設等の規模からみて、交流人口は比較的少なく、賑わいづくりが図
りづらい可能性がある。 

○共同住宅の供給戸数が多く、周辺教育施設への負担や、販売について市
場動向等の影響に留意が必要となる。 

特 

徴 

評
価
や
得
失 

特 

徴 

評
価
や
得
失 

特 

徴 

評
価
や
得
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特 

徴 
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価
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特 

徴 

評
価
や
得
失 

特 

徴 

評
価
や
得
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【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：－      目標３：エリア負荷平準化の容易性：－       【交通負荷】道路：〇 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：－ ②対延床面積：－ ③対交流人口：〇            鉄道：〇 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：〇   目標３：エリア負荷平準化の容易性：－          【交通負荷】道路：◎ 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：〇 ②対延床面積：〇 ③対交流人口：－           鉄道：◎ 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：〇   目標３_エリア負荷平準化の容易性：－          【交通負荷】道路：◎ 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：〇 ②対延床面積：〇 ③対交流人口：－           鉄道：◎ 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：－      目標３：エリア負荷平準化の容易性：〇       【交通負荷】道路：〇 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：－ ②対延床面積：－ ③対交流人口：－            鉄道：〇 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：－      目標３：エリア負荷平準化の容易性：〇       【交通負荷】道路：△ 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：－ ②対延床面積：－ ③対交流人口：－            鉄道：△ 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：－   目標３：エリア負荷平準化の容易性：－          【交通負荷】道路：△ 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：〇 ②対延床面積：－ ③対交流人口：－           鉄道：△ 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：－   目標３_エリア負荷平準化の容易性：－          【交通負荷】道路：△ 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：－ ②対延床面積：〇 ③対交流人口：〇           鉄道：△ 

歩行者
ネットワーク:

凡例

居住生活：

業務開発共創：

商業：

交流にぎわい：

交流ハブ：
（オープン
スペース）

交通広場：

地域エネルギー
システムの

ためのスペース:

0 5000

1

2

3

4

5

6

7

0 3000 0 2000 0 10000% 30% 0 0.5 0 100 0% 50%

脱炭素に係る負荷 交通に係る負荷 

交流人口 居住人口 

万人/年 人 % 千 t-CO2 t-CO2/㎡ t-CO2/人 人/1便 台/時間 

道路 
（ピーク時） 

鉄道 
（ピーク時） 

目標１ 
地区内再エネ 

自給率 ①絶対量 ②対延床面積 ③対交流人口 

0 100

目標３ 
エリア負荷 

平準化の容易性 

% 

目標２ 

ケ
ー
ス 

※当検討は、脱炭素や交通に係る負荷の試算とその評価を主としていることから、導入機能に応じた施設の用途・規模を試算に必要なレベルで大まかに想定している。    ※ケース 6、7 のスタジアムの収容人数は、将来３万人への拡張を想定しつつ、1 万 5千人として試算。 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 
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ケーススタディ結果一覧 

No. １ ２ ３ ４ 

ケース名 コミュニティサービス機能を備えた低層低密度 
・ライフ重視ケース 

賑わい機能を備えた中層低密度・ライフ重視ケース 職住近接高層高密度・イノベーション重視ケース コンベンション機能を備えた高層高密度・イノベーション重視 

パターン図  

 

 

 

 

 

 

 

   

用途構成（延床「面積）  

 

 

 

 

 

   

エネルギー  
１：オンサイト再エネ自給率 
（20%以上：○） 

○ (25%) ○ (23%) (13%) (10%) 

２： CO2 排出ボリュームの少なさ 
①絶対量（50 千 t-CO2 以下：〇） 

○ (11 千 t-CO2) ○ (18 千 t-CO2) (61千 t-CO2) (73千 t-CO2) 

②対延床「面積 
（0.25t-CO2/㎡以下：〇） 

○ (0.219t-CO2/㎡) ○ (0.179t-CO2/㎡) (0.254t-CO2/㎡) (0.347t-CO2/㎡) 

③対交流人口 
（40t-CO2/万人以下：〇） 

(41.8t-CO2/万人) (54.5t-CO2/万人) ○ (28.3t-CO2/万人) (59.0t-CO2/万人) 

３：エリア負荷平準化の容易性 
（年間熱負荷率 30％以上：〇） 

(16～25%) (16～25%) (16～25%) ○ (16～39%) 

（考 察） ・コミュニティ・サービス機能を備えた中層低密度ケースで、エリア全体
の CO2 排出量は小さく、延床面積あたりの CO2 排出量も小さい。
戸建て住宅が多いことなどから、地区内再エネ自給率は高い。 

・エリア全体の CO2 排出量は小さく、延床面積あたりや交流人口当た
りの CO2 排出量も小さい。戸建住宅に代わって賑わい機能がある
分だけ、ケース 1 と比べて地区内再エネ自給率はやや低めである。 

・エリア全体の CO2 排出量は中程度だが、ケース 4 に比べて夜間需
要がある宿泊施設がないため、エリア全体のエネルギー負荷平準
化には課題がある。延床面積あたりの CO2 排出量は中程度である
が、絶対的な排出量削減には、大規模商業の脱炭素化が重要とな
る。 

・コンベンション機能を伴うため、エリア全体の CO2 排出量は大きい。
日中の需要がある商業、オフィス、夜間需要があるマンション、宿泊
施設がバランスよく配置され、エリア全体でのエネルギー負荷の平
準化が図りやすい。 

交通  

道路（自動車発生集中量 ピーク
時（全用途）：台/時） 

◎：自動車交通量は増加するものの影響は軽微と思われる  〇：自動車交通量は増加し、ピーク時等に周辺道路の自動車利用に影響する可能性がある  △：自動車交通量が大幅に増加し、より広範囲に影響が及ぶ可能性がある 

◎ (120 台/時) ◎ (220 台/時) ○ (700 台/時) ○ (460 台/時) 

鉄道(発生集中交通量 ピーク 1両
当たり換算：人) 

◎：利用者は増加するものの影響は軽微と思われる  ○：利用者が増加し、何らかの対応策が必要になる可能性がある  △：利用者が大幅に増加し、より高度な対応が求められる 

◎ (89 人) ◎ (106 人) ○ (233 人) ○ (200 人) 

（考 察） ・自動車発生集中交通量が小さく、周辺道路に及ぼす影響は限定的
である可能性がある。同様に鉄道利用者の発生量も小さく、現状鉄
道施設への影響は軽微である。 

・自動車発生集中交通量が小さく、周辺道路に及ぼす影響は限定的
である可能性がある。同様に鉄道利用者の発生量も小さく、現状鉄
道施設への影響は軽微である。 

・自動車発生集中交通量はケース 5 の 1/3 程度であり、周辺道路へ
の影響は、ケース 5～7 と比較して小さい可能性がある。また、鉄道
利用も商業施設の催事開催期間中など、代替輸送機関の確保等
対策が必要となる可能性がある。 

・自動車発生集中交通量はケース 5 の 1/3 程度であり、周辺道路へ
の影響は、ケース 5～7 と比較して小さい可能性がある。鉄道利用
者もケース 5 や 7 の 1/2 程度であるが、多目的ホールでのイベント
終了後の集中緩和対策が必要となる可能性がある。 

得失  
北口地区の魅力創出への貢献 
①北口地区の賑わいを創出できるか。 

商業機能が他ケースに比較して小規模で、交流人口は他のケースより
も少ない。 
地域型ホールによる賑わいを期待できるが、イベント時のみの賑わいと
なる可能性がある。 

商業機能と地域型ホールによる交流人口が見込まれ、商業施設による
日常的な賑わいの可能性がある。 
ただし、商業施設は、規模等からみて他ケースと比較して集客力は弱い
可能性があり、地域型ホールは、イベント時のみの賑わいとなる可能性
がある。 

商業機能による交流人口が見込まれ、日常的な賑わいの可能性があ
る。 

多目的ホールによる交流人口が見込める可能性がある。 
一方で多目的ホールのイベント時のみの賑わいとなる可能性がある。 

②他の拠点地区との差別化が図れる
か。（機能、街並み、緑など） 

高度利用が一般的な沿線拠点地区にはない、中低層のまちなみが特徴
となる可能性がある。 

高度利用が一般的な沿線拠点地区にはない、中低層のまちなみが特徴
となる可能性がある。 

沿線拠点地区と類似した街並みになる可能性がある。 
単純なオフィスでは差別化が難しく、橋本駅周辺等と競合する可能性が
ある。 

駅近接型の多目的ホールが特徴となる可能性がある。 
沿線拠点地区と類似した街並みになる可能性がある。 
オフィスや宿泊施設が橋本駅周辺等と競合する可能性がある。 

地域活性化への貢献 
③中心市街地の活性化に貢献できる
か。 

交流人口からみて、地域経済の活性化につながる可能性は相対的に低
い。 
居住人口も他ケースに比較して少ないことから、居住に伴う商業的需要
も小さい可能性がある。 

交流人口からみて、地域経済の活性化につながる可能性は相対的に低
い。 

交流人口が多く、来街者による消費活動が地域経済の活性化につなが
る可能性がある。 
ただし、交流人口は大規模商業施設に伴うものが主であり、中心市街地
等の周辺商業地への配慮が必要となる可能性がある。 

交流人口は中程度であり、アフターコンベンションなど、多目的ホール利
用者を中心市街地に誘引する機会となる可能性がある。 

④市民活動の活性化に貢献できるか。 
地域型ホールが地域の文化交流の場・機会となる可能性がある。 

地域型ホールが地域の文化交流の場・機会となる可能性がある。 
商業施設が地域の買い物利便性の向上に寄与する可能性がある。 

商業施設による地域の買い物利便性の向上や、レクリエーション機会の
提供について可能性がある。 

多目的ホールは広域的な集客が見込めるものの、日常的な市民利用が
難しい可能性がある。 

周辺地区との調和 
⑤周辺地区の良好な住環境形成を阻
害することはないか 

低中層のまちなみのため、日照等の周辺への影響は少ない可能性があ
る。 

低中層のまちなみのため、日照等の周辺への影響は少ない可能性があ
る。 

商業施設利用を主とした自動車交通が周辺道路の混雑につながる可能
性がある。 
高層建築物が日照やスカイラインに影響する可能性がある。 

多目的ホールのイベント時、鉄道施設の混雑につながる可能性がある。 
高層建築物が日照やスカイラインに影響する可能性がある。 

⑥居住人口が増加することによる、教
育施設など、既存施設の影響はどう
か。 

供給戸数は相対的に少なく、既存教育施設への負担が少ない可能性が
ある。 

他のケースに比較して住宅の供給戸数が多く、周辺地区の既存教育施
設への負担に留意する必要がある。 

供給戸数は相対的に少なく、既存教育施設への負担が少ない可能性が
ある。 

供給戸数は相対的少なく、既存教育施設の負担が少ない可能性があ
る。 

都市経営への貢献 
⑦開発に伴う市税収入アップに貢献で
きるか。（施設の延床「面積） 

地域型ホールは公共施設の可能性があり、民間企業の所有が想定され
るエリア全体での施設規模からみて、固定資産税等の税収は相対的に
少ない可能性がある。 

地域型ホールは公共施設の可能性があり、民間企業の所有が想定され
るエリア全体での施設規模からみて、固定資産税等の税収は相対的に
少ない可能性がある。 

商業など、民間企業の所有が想定される施設の規模が大きく、固定資
産税等の税収は相対的に多い可能性がある。 

業務、宿泊など、民間企業の所有が想定される施設規模からみて、固定
資産税等の税収は中程度となる可能性がある。 

⑧新規公共施設整備が必要になるな
ど、財政負担への影響はないか。 

地域型ホールが公共施設である場合、整備や運営に伴い財政負担が
生じる可能性がある。 
自動車や鉄道による来街者からみて、交通対策にかかわる財政負担は
相対的に小さい可能性がある。 

地域型ホールが公共施設である場合、整備や運営に伴い財政負担が
生じる可能性がある。 
自動車や鉄道による来街者からみて、交通対策にかかわる財政負担は
相対的に小さい可能性がある。 

民間企業による事業が基本であり、整備や運営に伴う財政負担は少な
い可能性がある。 
一方で、自動車による来街者が多く、交通対策にかかる財政負担が大
きくなる可能性がある。 

多目的ホールが官民連携事業である場合、整備や運営に伴い財政負
担が生じる可能性がある。 
自動車や鉄道による来街者からみて、交通対策にかかわる財政負担は
中程度となる可能性がある。 

民間参画の可能性 
⑨民間参画が得られやすいか。民間ニ
ーズと合致しているか。 

戸建て住宅は分譲価格が高額となり、販売リスクとなるほか、価格を下
げると、事業採算が合わない可能性がある。 

他のケースに比較して住宅の供給戸数が多く、販売について市場の動
向等に影響されやすい点に留意が必要となる。 

橋本駅周辺等と競合する中、需要に対して、オフィス床が過剰となる可
能性がある。 

多目的ホールは、事業採算性が課題になる可能性がある。 
橋本駅周辺等と競合する中、需要に対して、オフィス床が過剰となる可
能性がある。   

0

10

20

30

40ha
住宅（居住生活）
業務（イノベ関係）
商業
スタジアム・ホール・文化交流
交流
宿泊

◀200% 
◀250% 

◀150% 
◀100% 

容積率（対地区面積） 

◀  0% 
◀ 50% 

交流人口： 
1,236 万人/年 
 
居住人口： 
1,100 人 
 

交流人口： 
発生集中交通量/2×365 
※住宅分を除く 
※スタジアムは稼働率 20%と仮定 

 
居住人口： 
供給戸数×2.16人（世帯人員数） 
※市中央区の世帯人員数 
※戸数=延床面積×専有面積割合 70% 

÷1戸当たり 70㎡ 

 

交流人口： 
2,154 万人/年 
 
居住人口： 
1,100 人 
 

交流人口： 
339 万人/年 
 
居住人口： 
1,600 人 
 

交流人口： 
270 万人/年 
 
居住人口： 
400 人 
 

駅前広場

交流ハブ

居住
戸建て 1.2万㎡
【2.4万㎡】（200戸）

商業
2層
3.75千㎡
【7.5千㎡】

地域型ホール
7.5千㎡
【1万㎡】

イノベーション
関係（業務）
2層 5千㎡
【1万㎡】

駅前広場

交流ハブ地域型ホール
7.5千㎡
【1万㎡】

商業
体験型

1層 6千㎡【6千㎡】

低層商業 1層 5千㎡【5千㎡】

居住 4層 1.88万㎡
【7.5万㎡】（750戸）

イノベーション
関係（業務）

2層 3.75千㎡
【7.5千㎡】

駅前広場
商業
3層 2万㎡
【6万㎡】

交流
2層 5千㎡
【1万㎡】

イノベーション関係（業務）
8層 1.5万㎡
【12万㎡】

交流ハブ

居住（タワマン）
20層×1本
2.5千㎡
【5万㎡】
（５００戸）

駅前広場

交流ハブ

多目的ホール
1.25万㎡
【２万㎡】

居住
4層 1.25万㎡
【5万㎡】（５００戸）

低層商業 1層 5千㎡【5千㎡】

イノベーション
関係（業務）
4層 1.5万㎡
【6万㎡】

+
宿泊
20層 2.5千㎡
【5万㎡】

商業
4層 6.25千㎡
【2.5万㎡】
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（つづき） 
No. ５ ６ ７  

ケース名 広域商業を核とした高層高密度・交流重視ケース 多様な賑わいを創出する中層低密度・交流重視ケース スタジアム・商業を核とした高層高密度・交流重視ケース  

パターン図  

 

 

 

 

 

 

 

   

用途構成（延床「面積）  

 

 

 

 

 

   

エネルギー  
１：オンサイト再エネ自給率 
（20%以上：○） 

(14%) (18%) (12%) 
 

２： CO2 排出ボリュームの少なさ 
①絶対量（50 千 t-CO2 以下：〇） 

(77千 t-CO2) ○ (40 千 t-CO2) (76千 t-CO2) 
 

②対延床「面積 
（0.25t-CO2/㎡以下：〇） 

○ (0.249t-CO2/㎡) (0.289t-CO2/㎡) (0.371t-CO2/㎡) 
 

③対交流人口 
（40t-CO2/万人以下：〇） 

○ (19.9t-CO2/万人) (47.7t-CO2/万人) (49.7t-CO2/万人) 
 

３：エリア負荷平準化の容易性 
（年間熱負荷率 30％以上：〇） 

(16～25%) (16～27%) ○ （16～39%） 
 

（考 察） ・広域商業を伴うため、エリア全体の CO2 排出量は大きい。CO2 排出
量について延床面積あたりは中程度、交流人口あたりは小さいが、
絶対的な排出量削減には、広域商業の脱炭素化が重要となる。 

・スタジアムへのエネルギー供給の課題はあるものの、オンサイト再
エネ自給率は高めである。エリア全体の CO2 排出量は中程度であ
り、同じくスタジアムありのケース 7 と比べると脱炭素化へのハード
ルは低い。 

・エリア全体のCO2排出量は大きい。日中の需要変動が大きいスタジ
アムがあるものの、タワー型マンションや宿泊施設の夜間需要が一
定あり、エリア全体でのエネルギー負荷の平準化が図りやすい。 

 

交通  

道路許容量(7 路線のうち、混雑度
1.25 超の路線数とその値の範囲) 

◎：自動車交通量は増加するものの影響は軽微と思われる  〇：自動車交通量は増加し、ピーク時等に周辺道路の自動車利用に影響する可能性がある  △：自動車交通量が大幅に増加し、より広範囲に影響が及ぶ可能性がある 

△ (1,800 台/時) △ (1,120 台/時) △ (1,320 台/時)  

鉄道(発生集中交通量 ピーク 1両
当たり換算：人) 

◎：利用者は増加するものの影響は軽微と思われる  ○：利用者が増加し、何らかの対応策が必要になる可能性がある  △：利用者が大幅に増加し、より高度な対応が求められる 

△ (567 人) △ (456 人) △ (522 人)  

（考 察） ・商業施設による自動車発生集中交通量が最も大きく、広範囲に影響
を及ぼす可能性がある。加えて、商業施設利用者による鉄道利用
も多く、催事開催期間中など、代替輸送機関の確保等対策が必要
である。 

・自動車発生集中交通量はケース 5 の 2/3 程度であるが、他のケー
スに比較して交通量は多い。また、大規模イベント終了後の鉄道利
用者が多く、代替輸送機関や滞留時間の確保等対策が必要であ
る。 

・自動車発生集中交通量がケース 5 に次いで大きく、広範囲に影響を
及ぼす可能性がある。また、大規模イベント終了後の鉄道利用者
が多く、代替輸送機関や滞留時間の確保等対策が必要である。  

得失  
北口地区の魅力創出への貢献 
①北口地区の賑わいを創出できるか。 

大規模商業施設による交流人口が他のケースに比較して特に多く見込
まれ、日常的な賑わいの可能性がある。 

スタジアムによる交流人口が見込める可能性がある。 
一方で、スタジアムのイベント時のみの賑わいとなる可能性がある。 

スタジアムによる交流人口が見込める可能性がある。 
スタジアムのイベント時以外でも商業機能による賑わいの可能性がある。 

 

②他の拠点地区との差別化が図れる
か。（機能、街並み、緑など） 沿線拠点地区と類似した街並みになる可能性がある。ただし、商業施設

は集客力が発揮しやすく、工夫次第で地区のブランドを打ち出すことに
活かせる可能性がある。 

駅近接型スタジアムが特徴となる可能性がある。 
相模原スポーツ・レクリエーションパークとの連携によりブランドを打ち出
せる可能性がる。 
高度利用が一般的な沿線拠点地区にはない、中低層のまちなみが特徴
となる可能性がある。 

駅近接型スタジアムが特徴となる可能性がある。 
相模原スポーツ・レクリエーションパークとの連携により地区のブランドを
打ち出せる可能性がある。 

 

地域活性化への貢献 
③中心市街地の活性化に貢献できる
か。 

交流人口が特に多く、来街者による消費活動が地域経済の活性化につ
ながる可能性がある。 
ただし、交流人口は大規模商業施設に伴うものが主であり、中心市街地
等の周辺商業地への配慮が必要となる可能性がある。 

交流人口は中程度であり、スタジアムや地域型ホールの利用者を中心
市街地に誘引する機会となる可能性がある。 

交流人口が多く、来街者による消費活動が地域経済の活性化につなが
る可能性がある。特に、スタジアム利用者を中心市街地に誘引する機会
となる可能性がある。 
一方で、商業施設は中心市街地等の周辺商業地への配慮が必要となる
可能性がある。 

 

④市民活動の活性化に貢献できるか。 
商業施設による地域の買い物利便性の向上や、レクリエーション機会の
提供について可能性がある。 

スタジアムは広域的な集客が見込めるものの、日常的な市民利用が難
しい可能性がある。 
ただし、地域型ホールが、地域の文化交流の場・機会となる可能性がある。 

スタジアムは広域的な集客が見込めるものの、日常的な市民利用が難
しい可能性がある。 

 

周辺地区との調和 
⑤周辺地区の良好な住環境形成を阻
害することはないか 

商業施設利用を主とした自動車交通が周辺道路の混雑につながる可能
性がある。 
高層建築物が日照やスカイラインに影響する可能性がある。 

スタジアムが西側住宅地に近く、日照の影響のほか、イベント時に騒
音、振動等の可能性がある。 
スタジアムのイベント時、鉄道施設の混雑につながる可能性がある。 

スタジアムの複合施設による日照やスカイラインへの影響のほか、スタ
ジアムイベント時に騒音、振動等の可能性がある。 
商業施設利用を主とした自動車交通が周辺道路の混雑につながる可能
性がある。 
スタジアムのイベント時、鉄道駅の混雑につながる可能性がある。 

 

⑥居住人口が増加することによる、教
育施設など、既存施設の影響はどう
か。 

他のケースに比較して住宅の供給戸数が多く、周辺地区の既存教育施
設への負担に留意する必要がある。 

供給戸数は相対的に少なく、既存教育施設への負担が少ない可能性が
ある。 

供給戸数は相対的に少なく、既存教育施設への負担が少ない可能性が
ある。 

 

都市経営への貢献 
⑦開発に伴う市税収入アップに貢献で
きるか。（施設の延床「面積） 

商業など、民間企業の所有が想定される施設の規模が特に大きく、固定
資産税等の税収は相対的に多い可能性がある。 

文化交流施設は公共施設、スタジアムは官民連携事業の可能性があ
り、民間企業の所有が想定されるエリア全体での施設規模からみて、固
定資産税等の税収は相対的に少ない可能性がある。 

商業など、民間企業の所有が想定される施設の規模が大きく、固定資
産税等の税収は相対的に多い可能性がある。 

 

⑧新規公共施設整備が必要になるな
ど、財政負担への影響はないか。 

民間企業による事業が基本であり、整備や運営に伴う財政負担は少な
い可能性がある。 
一方で、自動車や鉄道による来街者が多く、交通対策にかかる財政負
担が特に大きくなる可能性がある。 

文化交流施設が公共施設、スタジアムが官民連携事業である場合、整
備や運営に伴い財政負担が生じる。 
また、自動車や鉄道による来街者が多く、交通処理対策にかかる財政
負担が特に大きくなる可能性がある。 

スタジアムが官民連携事業である場合、整備や運営に伴い財政負担が
生じる。 
また、自動車や鉄道による来街者が多く、交通処理対策にかかる財政
負担が特に大きくなる可能性がある。 

 

民間参画の可能性 
⑨民間参画が得られやすいか。民間ニ
ーズと合致しているか。 

他のケースに比較して住宅の供給戸数が多く、販売について市場の動
向等に影響されやすい点に留意が必要となる。 
橋本駅周辺等と競合する中、需要に対して、オフィス床が過剰となる可
能性がある。 

スタジアム運営は、事業採算性が課題となる。 
スタジアム以外は、相対的にリスクが少なく民間企業が参画しやすい可
能性がある。 

スタジアム運営は、事業採算性が課題となる。 
スタジアム以外は、相対的にリスクが少なく民間企業が参画しやすい可
能性がある。 

 

 

0

10

20

30

40ha
住宅（居住生活）
業務（イノベ関係）
商業
スタジアム・ホール・文化交流
交流
宿泊

◀200% 
◀250% 

◀150% 
◀100% 

容積率（対地区面積） 

◀  0% 
◀ 50% 

交流人口： 
発生集中交通量/2×365 
※住宅分を除く 
※スタジアムは稼働率 20%と仮定 

 
居住人口： 
供給戸数×2.16人（世帯人員数） 
※市中央区の世帯人員数 
※戸数=延床面積×専有面積割合 70% 

÷1戸当たり 70㎡ 

 

交流人口： 
1,530 万人/年 
 
居住人口： 
1,100 人 

交流人口： 
848 万人/年 
 
居住人口： 
800 人 
 

交流人口： 
3,871 万人/年 
 
居住人口： 
2,200 人 
 

駅前広場

商業
3層 5万㎡
【15万㎡】

交流ハブ

居住（タワマン）
20層×2本 5千㎡
【10万㎡】（1,０００戸）

イノベーション
関係（業務）

20層 2.5千㎡
【5万㎡】

交流
2層 5千㎡
【1万㎡】

駅前広場

交流ハブ

イノベーション
関係（業務） +
4層 1万㎡
【4万㎡】

居住
4層 8.75千㎡

【3.5万㎡】（３５0戸）

スタジアム
3万㎡
【3万㎡】

商業
2層 1万㎡
【2万㎡】

文化交流施設
5千㎡

【1.5万㎡】

駅前広場

商業
4層 1.25万㎡
【5万㎡】
+
宿泊
8層 7.5千㎡
【6万㎡】

スタジアム
3万㎡
【3万㎡】

交流ハブ

イノベーショ
ン関係
（業務）
4層

3.75千㎡
【1.5万㎡】

居住（タワマン）
20層×1本
2.5千㎡
【5万㎡】
（５００戸）
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５．市民意向等を踏まえたケース評価 

・市民意向や民間ヒアリングを踏まえ、４．ケーススタディで検討したケースについて評価する。（市民意向や民間企業の意向に関する詳細はⅣ．市民意向等の把握参照） 

重視 

テーマ 
ケース 特徴【再掲】 評価・得失【再掲】 市民意向を踏まえた評価 地元意向を踏まえた評価 民間ヒアリングを踏まえた評価 

ライフ 

１ 

〇戸建て住宅をメインに、駅前商業、地域型ホー

ルやコワーキングスペース等を組み込んだオ

フィスを配置。 

〇交流ハブを介して居住機能と各施設相互を連

絡し、地区全体の機能を一体的に展開。各施設

で提供される地域活動の機会や場、生活・就業

サービスを居住者が身近に享受できる利便性

の高い住環境づくり。 

○戸建て住宅が主であるため、二酸化炭素排出量

をはじめ、交通負荷が最も少ない。 

○交流人口は最も少なく、賑わいの創出が図りづ

らい可能性がある。 

○戸建て住宅は高額分譲となり、販売リスクにな

る可能性がある。 

〇市民意向としては、にぎわいや活力の創出への

ニーズが高い中で、商業機能をより多く複合す

るケース２の方が、市民ニーズにより合致して

いるものといえる。 

〇ケース１、２は、エネルギー及び交通負荷が少

ないという特徴がある一方で、まちの魅力の不

足や他地区と差別化ができないなどが、懸念さ

れている。 

〇そのため、ケース１、２を追求する場合には、

低負荷の特徴を保持しつつ、魅力向上に向け

て、交流・にぎわい機能の充実などを図ること

が重要となる。 

〇地元意向としては、にぎわいや活力創出へのニ

ーズが高く、にぎわいのイメージとしては、会

議や展示会など、コンベンション的なにぎわい

や多様なイベントのほか、日常的な地域活動が

強くイメージされている。 

〇ケース１、２ともにホールを有しており、これ

らのにぎわいづくりに、いずれも対応すること

が可能と考えられる。 

〇一方で、街並みは商業施設が、公園や緑等とと

もに想起されており、ケース２がより近いもの

と考えられる。 

〇一般アンケートと同じく、まちの魅力化や他地

区との差別化が懸念されており、魅力向上が重

要となる。 

〇民間ヒアリングでは、対象地は開発ポテンシャ

ルが高いとの評価であり、居住に偏ることな

く、多様な機能の立地が望ましいとの意見があ

る。 

〇特に戸建て住宅は、ポテンシャルが活かしきれ

ないとの意見がある。 

〇ケース１は、戸建て住宅をメインとしており、

より複合的なケース２の方が、より民間ヒアリ

ング結果に合致しているものといえる。 

２ 

○戸建て住宅をメインに、駅前商業、地域型ホー

ルやコワーキングスペース等を組み込んだオ

フィスを配置。 

○交流ハブを介して居住機能と各施設相互を連

絡し、地区全体の機能を一体的に展開。各施設

で提供される地域活動の機会や場、生活・就業

サービスを居住者が身近に享受できる利便性

の高い住環境づくり。 

○二酸化炭素排出量をはじめ、交通負荷も比較的

少ない。 

○商業施設等の規模からみて、交流人口は比較的

少なく、賑わいづくりが図りづらい可能性があ

る。 

○共同住宅の供給戸数が多く、周辺教育施設への

負担や、販売について市場動向等の影響に留意

が必要となる。 

 

 

イノベーシ

ョン 

３ 

○研究開発、インキュベーション等の開発共創に

資するオフィスを配置。 

○駅前の利便性を活かした高層住宅や、交流機能

を複合した大規模商業を配置。 

○交流ハブを介して機能相互をつなぐ職住近接

の環境づくり。 

○二酸化炭素排出量、また、交通負荷は中程度と

なる。 

○商業施設による交流人口が見込まれ、日常的な

賑わいの可能性がある。一方で、中心市街地等

の周辺商業地への配慮が必要となる可能性が

ある。 

○業務が単なるオフィスでは、橋本駅周辺等との

差別化は難しく、需要に対して床が過剰になる

可能性がある。 

〇市民意向としては、スポーツや文化交流へのニ

ーズが高い中、多様なイベントへの対応がイメ

ージしやすい多目的ホールを複合するケース

４の方が、市民ニーズにより合致しているもの

といえる。  

〇ケース３は、商業機能によるにぎわい・活力創

出への期待が評価されており、むしろケース５

に類似したケースと捉えられているものと考

えられる。まちの魅力の不足や他地区との差別

化、オフィスの床あまりなどが懸念されてお

り、当ケースのイノベーション機能の特徴づけ

を図ることが重要となる。  

〇ケース４は、多目的ホールによるコンベンショ

ン等の多様な交流の機会づくりへの期待が評

価されている。その一方で、多目的ホールの魅

力や稼働率が懸念されており、日常的なにぎわ

い創出に向けて機能の充実を図ることが重要

となる。 

 

 

〇地元意向としては、コンベンション的なにぎわ

い創出へのニーズが高い。街並みとしては、商

業施設が想起されており、テーマの重視理由と

して、商業・サービスの充実が多く挙げられて

いることにも符合している。 

〇ケース４は、多目的ホールや宿泊施設を備えて

る点では、ケース３よりもコンベンション的に

ぎわいへのニーズに合致している。 

〇ケース３は、商業施設の規模が大きく、ケース

４よりも、地元の商業・サービスへのニーズに

合致しているものと考えられる。 

〇ケース３は、一般アンケート結果と同じく、商

業やオフィスの魅力化、差別化が、ケース４は

多目的ホールの魅力化、日常的なにぎわい創出

が課題となる。 

〇民間ヒアリングでは、対象地の持つ開発ポテン

シャルを活かす上で、集客のある核となる機能

を先行的に整備することが重要とする意見が

あり、核として集客施設のほか、学術・研究関

連施設があげられている。 

〇ケース３では、商業及びオフィス、ケース４で

は多目的ホール及びオフィスが対応するもの

と考えられる。 

〇一般的なオフィスでは、需要が少ないとの意見

があり、規模の大きなケース３は、ケース４に

比較して、施設誘致のハードルがより高い可能

性がある。 

４ 

○多目的ホールや宿泊によるコンベンション機

能とオフィスを一体的に配置。イノベーション

につながる、産学・ビジネス交流の機会・場づ

くり。 

○駅前の商業機能と、多目的ホールやオフィスと

を、低層階の商業と一体となった交流ハブによ

り連絡。 

○二酸化炭素排出量、また、交通負荷は中程度と

なる。エネルギー需要のピークが異なる施設が

複合され、平準化が図りやすい可能性がある。 

○多目的ホールによる広域的な集客が見込め、中

心市街地への誘客もできる可能性がある。ただ

し、イベント時のみの賑わいとなり、日常的な

市民利用が難しい可能性がある。 
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重視 

テーマ 
ケース 特徴【再掲】 評価・得失【再掲】 市民意向を踏まえた評価 地元意向を踏まえた評価 民間ヒアリングを踏まえた評価 

交流・にぎ

わい 

５ 

○大規模商業を配置し、広域的な賑わいの創出。 

○大規模商業へのエンタメ、レクリエーションな

ど多様な交流機能の複合化。 

○駅前の利便性を活かした高層住宅やオフィス

の配置。 

○二酸化炭素排出量が比較的大きい。交通につい

ては最も負荷が大きく、特に自動車交通対策が

必要となる可能性がある。 

○大規模商業施設による交流人口が最も多く見

込まれ、日常的な賑わいの可能性がある。来街

者による消費活動が見込まれるものの、中心市

街地等の周辺商業地への配慮が必要となる可

能性がある。 

○共同住宅の供給戸数が多く、周辺教育施設への

負担や、販売について市場動向等の影響に留意

が必要となる。 

〇市民意向としては、交流・にぎわいが重視され、

スポーツや文化、商業的なにぎわいが多くイメ

ージされる中で、ケース５～７は多くの市民ニ

ーズに合致しているものといえる。 

〇特に、大規模商業を複合したケース５やケース

７については、日常的な商業・サービスの充実

やにぎわい創出を望むライフ重視の市民ニー

ズにも応えることが可能なケースといえる。  

〇ケース５は、大規模商業に期待する一方で、他

地区との差別化や集客力への懸念がみられ、よ

り魅力の高い施設とすることが重要となる。 

〇ケース６、７は、スポーツをはじめ、多様な交

流の場としてスタジアムを評価する一方で、稼

働率や事業採算性を懸念する意見がみられ、日

常的なにぎわい創出とあわせた検討課題とな

る。 

〇ケース５～７のいずれも、エネルギーや交通負

荷が他のケースに比較して高く、より高度な脱

炭素化や交通処理対策が必要となる。あわせ

て、特にケース６、７は交通混雑やごみ問題、

治安の悪化、騒音問題などが懸念されており、

土地利用の具体的検討とともに、周辺環境への

影響の低減化に向けた対策を総合的に取り組

むことが重要となる。 

〇地元意向としては、交流・にぎわいが重視され、

その理由として、商業・サービスの充実が多く

挙げられていることや、街並みとして、商業施

設が想起されていることを踏まえると、ケース

５が地元のニーズに合致しているものと考え

られる。なお、スタジアムやホールのある街並

みをイメージする意見は多いが、ケース６、７

の評価ポイントとして「スタジアムがある」こ

と自体を取り上げる回答は少ない。ケース６，

７を選択する場合でも、地元意向としては、ス

タジアム以外によるにぎわいを想起している

場合が多いものと考えられる。  

〇一般アンケートと同様に、ケース５～７は周辺

への影響、特に、交通負荷が懸念されており、

その対応が課題となる。 

 

〇ケース５～７は、商業施設やスタジアムの立地

をメインとし、集客の核が重要とする民間ヒア

リングの意見といずれも合致する。 

〇スタジアムは、民間単独での事業化が難しいと

され、ケース６、７は官民連携による事業展開

が重要となる。 

〇集客施設の立地に対して、道路ネットワーク整

備の重要性について意見があげられている。ケ

ース５～７のいずれも高い集客力を見込むこ

とから、道路ネットワーク整備が事業参画を判

断する上で、より重要な要素となる可能性があ

る。 

６ 

○スタジアムや文化交流施設による広域から近

隣まで多様な交流を創出。 

○交流ハブ沿いに中層住宅、オフィスを配置し、

低層階に商業を複合。スタジアムから文化交流

施設まで交流ハブを軸としたモールを形成。 

○二酸化炭素排出量は中程度である。大規模イベ

ント終了時に鉄道への負荷が大きく、交通量の

分散化に向けた対策が必要となる可能性があ

る。 

○スタジアムや文化交流施設による交流人口が

見込めるが、スタジアムでのイベント時の賑わ

いとなる可能性がある。 

○スタジアム運営は事業採算性が課題となる。 

７ 

○スタジアムを地区のおおむね中央に配置し、商

業、宿泊を複合化。 

○スタジアムと商業を複合することによる、日常

的な賑わいづくり。 

○駅前の利便性を活かした高層住宅やオフィス

の配置。 

○二酸化炭素排出量は最も大きい。ただし、エネ

ルギー需要のピークが異なる施設が複合され、

平準化が図りやすい可能性がある。 

○商業施設に伴う自動車交通、イベント終了時の

鉄道負荷が大きく、高度な交通処理対策が必要

となる可能性がある。 

○交流人口が最も多く、イベント時以外の賑わい

も可能性があるが、中心市街地等の周辺商業地

への配慮が必要となる可能性がある。 

○スタジアム運営は事業採算性が課題となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


